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三重県観光振興条例（仮称）の最終案（平成２３年９月５日） 
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古くからお伊勢参りは「日本人の旅の原点」ともいわれ、全国各地の人々が

強く思いを寄せる憧れの旅として、多くの人々を惹
ひ

き付けてきた。私たちの郷

土三重県は、そのような旅人たちを温かく迎え、もてなしの心を今に伝えてき

た地である。また、伊勢国
いせのくに

、志摩国
しまのくに

、伊賀国
いがのくに

及び熊野川以東の紀伊国
きいのくに

と呼ばれ

た地域で構成される本県では、縦横に発達した街道交通の要衝の地として県内

各地が賑
にぎ

わい、人、情報、文化等の交流の場が形成されてきた。 

観光振興の取組は、その地に住む人々が先人から受け継いだ自然、歴史、文

化等を大切に守りながら、自らの地域の個性を磨き上げ、かつ、地域の存在価

値を確立させる過程を通じ、郷土に対する誇りを持ち、愛着を感じることので

きる社会の実現に貢献するものである。また、観光産業は多様な分野における

特色ある事業活動によって構成されることから、地域経済の活性化、地域にお

ける雇用の創出等本県経済のあらゆる領域において、その発展に寄与すること

が期待されている。 

しかしながら、近年の観光をめぐる情勢は、観光旅行者の需要の高度化、観

光旅行の形態の多様化等著しく変化するとともに、全国各地の観光地間競争は

激しさを増している。県内の観光地が訪れる人々を魅了し、かつ、これからも

選ばれるためには、観光の振興に関する取組と県民生活の向上に寄与する取組

が一体的に促進されるとともに、観光産業を本県の経済を牽引する産業の一つ

として、その持続的かつ健全な発展に取り組んでいくことが必要である。 

このような考え方に立って、県、市町、県民、観光事業者及び観光関係団体

が協働して、観光産業を地域に密着した産業として大きく育て、本県の観光の

振興に取り組むことにより、個性豊かで活力に満ちた地域社会の実現を図るた

め、この条例を制定する。 

資料２ 
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第１章 総則 

（目的） 

第１条 この条例は、本県の観光の振興に関し、基本理念を定め、及び県の責

務、市町の役割等を明らかにするとともに、観光の振興に関する施策の基本

となる事項を定めることにより、観光の振興に関する施策を総合的かつ計画

的に推進し、もって県民生活の向上及び本県の経済の発展に寄与することを

目的とする。 

（定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定め

るところによる。 

（１）観光資源 優れた自然の風景地、歴史的風土、文化的所産、豊かな食

文化、多様な分野における産業、観光の振興に寄与する専門的知識及び

技能を有する人材その他の観光の対象となる資源をいう。 

（２）観光事業者 観光に関する事業を営む者をいう。 

（３）観光関係団体 観光事業者で組織される団体その他の観光に関する事

業を行う団体をいう。 

（４）県民等 県民、観光事業者及び観光関係団体をいう。 

（５）観光行動 県内の観光地を訪れる観光旅行を行うことをいう。 

（６）誘客活動 観光旅行者の来訪意欲の増進を図り、県内の観光地に誘致

することをいう。 

（基本理念） 

第３条 本県の観光の振興は、次に掲げる事項を基本として行われなければな

らない。 

（１）観光産業の持続的かつ健全な発展が図られること。 

（２）県、市町及び県民等がそれぞれの役割を担いつつ連携が確保されるこ

と。 

（３）本県の観光資源が有する魅力を生かして県内外からの観光旅行が促進

されること。 

（４）観光旅行者の満足度の向上が図られること。 

（５）本県の観光資源が有効に活用され、かつ、次の世代に継承が図られる

こと。 

（６）地域の環境の保全と観光旅行を促進するための環境の整備との調和が

図られること。 

 

第２章 観光の振興に関する役割等 

（県の責務） 

第４条 県は、前条に定める基本理念（以下「基本理念」という。）にのっとり、



 3 

県域全体に係る観光の振興に関する施策を総合的かつ計画的に策定し、及び

実施する責務を有する。 

２ 県は、市町及び県民等が相互に連携して観光の振興に関する取組を行うこ

とができるよう必要な調整及び支援を行うものとする。 

（市町の役割） 

第５条 市町は、基本理念にのっとり、当該市町の区域の特性を生かした観光

の振興に関する施策を策定し、及び実施するよう努めるものとする。 

（県民の役割） 

第６条 県民は、基本理念にのっとり、観光に対する関心及び理解を深め、魅

力ある観光地の形成に積極的な役割を果たすよう努めるものとする。 

（観光事業者の役割） 

第７条 観光事業者は、基本理念にのっとり、その事業活動を行うに当たって

は、観光旅行者の満足度の向上に努めるものとする。 

２ 観光事業者は、県、市町、観光関係団体及び地域における他の産業の事業

者との連携協力に努めるものとする。 

（観光関係団体の役割） 

第８条 観光関係団体は、基本理念にのっとり、観光事業者間の連携の促進を

図りつつ、観光宣伝活動の実施、観光旅行者の受入体制の整備その他の観光

の振興に関する取組に努めるものとする。 

２ 観光関係団体は、前項の取組を行うに当たっては、県、市町その他の団体

との連携協力に努めるものとする。 

 

第３章 観光の振興に関する基本的施策 

第１節 国内外に対する観光宣伝活動の強化 

（本県及び県内の観光地の情報提供の充実強化） 

第９条 県は、本県及び県内の観光地の情報提供の充実強化を図るため、印刷

物、情報通信技術その他の媒体を活用し、観光宣伝活動の促進等に必要な施

策を講ずるよう努めなければならない。 

（観光旅行者の来訪及び滞在の促進） 

第10条 県は、国内の観光旅行者の来訪及び滞在の促進を図るため、観光旅行

者の需要の高度化に対応した旅行商品の開発その他の誘客活動の実施等に必

要な施策を講ずるよう努めなければならない。 

（外国人観光旅客の来訪の促進） 

第11条 県は、外国人観光旅客の来訪の促進を図るため、本県の観光資源を活

用した海外における誘客活動の実施、外国人観光旅客の受入体制の整備等に

必要な施策を講ずるよう努めなければならない。 

（広域的な課題への対応） 
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第12条 県は、県の区域又は市町の区域を越えた広域的な課題への対応を図る

ため、観光地間の連携及び交流の促進等に必要な施策を講ずるよう努めなけ

ればならない。 

第２節 魅力ある観光地の形成及び人材の育成 

（地域の特性を生かした魅力ある観光地の形成） 

第13条 県は、地域の特性を生かした魅力ある観光地の形成を図るため、観光

資源の発掘若しくは創出又は活用等に必要な施策を講ずるよう努めなければ

ならない。 

（観光の振興に寄与する人材の育成） 

第14条 県は、観光の振興に寄与する人材の育成を図るため、観光事業に従事

する者及び観光の振興に意欲を有する者の知識及び能力の向上等に必要な施

策を講ずるよう努めなければならない。 

（新たな観光旅行の分野の開拓） 

第15条 県は、新たな観光旅行の分野の開拓を図るため、自然体験活動、農林

漁業に関する体験活動等を目的とする観光旅行その他の多様な観光旅行の形

態の普及等に必要な施策を講ずるよう努めなければならない。 

（県民の観光行動の促進） 

第16条 県は、県民の観光行動の促進を図るため、本県の観光資源に関する知

識の普及、理解の増進その他の郷土に対する誇りと愛着の醸成等に必要な施

策を講ずるよう努めなければならない。 

第３節 観光旅行を促進するための環境の整備 

（観光地における良好な景観の形成） 

第17条 県は、観光地における良好な景観の形成を図るため、市町が行う景観

づくりの取組に対する支援等に必要な施策を講ずるよう努めなければならな

い。 

（観光旅行者の利便の増進） 

第18条 県は、観光旅行者の利便の増進を図るため、高齢者、障がい者、外国

人等を始めとする全ての観光旅行者が安全かつ快適に利用できる旅行関連施

設及び公共施設の整備の促進並びにこれらの利便性の向上等に必要な施策を

講ずるよう努めなければならない。 

（観光旅行の安全の確保） 

第19条 県は、観光旅行の安全の確保を図るため、観光地における防災対策、

観光旅行における事故の発生の防止、観光地における事故、災害等の発生の

状況に関する情報の提供等に必要な施策を講ずるよう努めなければならない。 

（交通基盤の構築） 

第20条 県は、観光の振興に資する交通基盤の構築を図るため、交通施設の整

備の促進、観光旅行者の移動の円滑化等に必要な施策を講ずるよう努めなけ
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ればならない。 

 

第４章 観光の振興に関する施策の推進 

（基本計画） 

第21条 知事は、観光の振興に関する施策を総合的かつ計画的に推進するため、

観光の振興に関する基本的な計画（以下「基本計画」という。）を定めるもの

とする。 

２ 基本計画は、次に掲げる事項について定めるものとする。 

（１）観光の振興に関する基本的な方針 

（２）観光の振興に関する主要な目標 

（３）観光の振興に関し、県が総合的かつ計画的に講ずべき施策 

（４）前３号に掲げるもののほか、観光の振興に関する施策を総合的かつ計

画的に推進するために必要な事項 

３ 知事は、基本計画を定めようとするときは、あらかじめ第25条の三重県観

光審議会に意見を求めるとともに、広く県民等から意見を聴き、議会の議決

を経なければならない。 

４ 知事は、基本計画を定めたときは、遅滞なく、これを公表しなければなら

ない。 

５ 知事は、毎年１回、基本計画に基づく施策の実施状況について公表しなけ

ればならない。 

６ 第３項及び第４項の規定は、基本計画の基本的な方針及び主要な目標の変

更について準用する。 

（観光に関する統計の整備等） 

第22条 県は、市町、観光事業者及び観光関係団体と連携して、観光に関する

情報の収集、動向の調査及び分析等を行い、並びに観光に関する統計の整備

を図るとともに、それらの成果を公表するものとする。 

（推進体制の整備） 

第23条 県は、市町及び県民等と円滑な連携及び協働を図り、観光の振興に関

する施策を推進するために必要な体制を整備するものとする。 

（財政上の措置） 

第24条 県は、観光の振興に関する施策を実施するため、必要な財政上の措置

を講ずるよう努めるものとする。 

 

第５章 三重県観光審議会 

（設置） 

第25条 本県の観光の振興に関する重要な事項について、知事の諮問に応じ調

査審議するため、知事の附属機関として、三重県観光審議会（以下「審議会」
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という。）を設置する。 

（組織） 

第26条 審議会は、委員２０人以内で組織する。 

２ 前項の場合において、男女いずれかの委員の割合は１０分の４を下回らな

いものとする。ただし、知事がやむを得ない事情があると認めた場合は、こ

の限りでない。 

（委員） 

第27条 委員は、学識経験を有する者その他知事が適当と認める者のうちから、

知事が任命する。 

２ 委員の任期は、２年とする。ただし、補欠の委員の任期は、前任者の残任

期間とする。 

３ 委員は、再任されることができる。 

（会長及び副会長） 

第28条 審議会に会長及び副会長各１人を置く。 

２ 会長及び副会長は、委員の互選により定める。 

３ 会長は、会務を総理し、審議会を代表する。 

４ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるときはその職務を代理し、会

長が欠けたときはその職務を行う。 

（会議） 

第29条 審議会の会議は、会長が招集し、会長が議長となる。 

２ 審議会の会議は、委員の過半数が出席しなければ開くことができない。 

３ 審議会の会議の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは、議

長の決するところによる。 

（庶務） 

第30条 審議会の庶務は、農水商工部において処理する。 

（委任） 

第31条 この条例に定めるもののほか、審議会の運営に関し必要な事項は、会

長が審議会に諮って定める。 

 

附 則 

１ この条例は、公布の日から施行する。 

２ 三重県観光事業推進審議会設置条例（昭和 34 年三重県条例第 25 号）は、

廃止する。 


